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第１期戦略『鳥取県元気づくり総合戦略』の４年間の評価 

 

 

【総 括】 

➣ ２０１５（H27）年１０月に「鳥取県元気づくり総合戦略 ～響かせよう トットリズム～ 」（以下「総

合戦略」という。）を策定し、人口減少・高齢化という状況下において、住み慣れた地域で安心して暮らし

続けるとともに、地域資源を活かしながら鳥取県が将来にわたって発展していくため、本県では全国に先

駆けて子育て施策や移住定住等に積極的に取り組んできた結果、転出超過の状態が続いているものの、 

２０４０（R22）年時点における本県の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所。２０１８（H30）

年３月時点）が、前回の推計（２０１３（H25）年３月）から約３１千人、上振れるなど、成果が現れてき

ています。 

➣ 総合戦略に掲げた取組の進捗は、全体として概ね順調であり、策定から４年間（２０１５（H27）年度～

２０１８（H30）年度）について、既に達成又は順調と評価した項目は、全体の９７．４％（２２４項目）

を占めました。 

➣ 総合戦略が目指す基本目標（数値目標）については、外国人宿泊客数（年間）、ふれあい共生ホーム設置

数、ＩＪＵターンの受入者数など４項目を達成しました。 
➣ 各取組の達成度を検証するために設定した重要業績評価指標（ＫＰＩ）（１６２項目）について、消費税

免税店舗数、再生可能エネルギー導入量、和牛繁殖雌牛頭数など、９９項目で目標を達成又は順調と評価

しました。 
➣ 今後は、若者の県内定住の促進や転出超過対策、出会い・結婚や子育てしやすい環境づくりのほか、高

齢化や人口減少に対応した持続可能なふるさとづくりに継続して取り組む必要があります。 
  
【取組の進捗状況】 

評価区分 ４年目評価 （参考）3年目評価 2年目評価 1年目評価 

Ａ：既に達成  25   6   1   1 

Ｂ：順調 199 208 182 174 

Ｃ：やや遅れている   6   6  11  13 

Ｄ：遅れている ‐   - - - 

合 計 230 220 194 188 

  
【基本目標の進捗状況】 

項目 策定時(H26) ２年目実績 ３年目実績 最新実績 ５年目目標値 

自
然 

観光入込客数（年間） 1,008万人 1,013万人 954万人 
965万人 
(H30年) 

1,100万人 

外国人宿泊客数（年

間） 
5.9 万人 10.0 万人 14.1万人 19.5 万人 

(H30年) 
15 万人 

農林水産業新規就業者
数（5年間） 

265人 
(H23～H26年度平均) 

695人 
(H27・H28年度) 

1,058人 
(H27～H29年度) 

1,379人 
(H27～H30年度) 

1,800人 
(H27～R1年度) 

絆 

合計特殊出生率 1.60(H26) 1.60 1.66 
（H29年）

1.61 
（H30年）

1.74 

鳥取県未来人材育成奨学
金助成者数（4年間） 

－ 
216人 

(H27・H28年度) 

362人 
(H27～H29年度)    

536人 
(H27～H30年度) 

600人 
(H27～H30年度) 

ふれあい共生ホーム 

設置数 

 9市町村・ 

26箇所 

12市町村・ 

51箇所 

15市町村・ 

62箇所 

19市町村・ 

71箇所 
(H30年度) 

19市町村・ 

65箇所 

時
間 

ＩＪＵターンの 
受入者数（5年間） 

1,246 人 3,974 人 
(H27・H28年度) 

6,101 人 
(H27～H29年度)

8,258 人 
(H27～H30年度) 

8,000 人 
(H27～R1年度) 

正規雇用創出数 
（4年間） 

－ 5,874 人 
 (H27・H28年度) 

9,109 人 
(H27～H29年度) 

13,382 人 
(H27～H30年度) 

10,000 人 
(H27～H30年度) 

転出超過数 
（転出超過を5年かけて半減 
 させ、その5年後に転入転出 

者数を均衡） 

  1,109 人 1,091 人 1,164 人 1,572人 
(H30年) 

550人 

97.3％ 97.4％ 
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１ 豊かな自然でのびのび鳥取らしく生きる ～鳥取＋ｉｓｍ
イ ズ ム

～ 

 

＜基本目標に対する評価＞ 

 ・ 観光入込客数（年間）については、バス料金の改定によるバスツアーの商品造成の減少及び豪雪等に

よる自家用車利用の敬遠に伴い減少となりましたが、２０１８（H30）年７月豪雨の際には、風評被害払

拭のため速やかに誘客対策を図るなどの取組を展開しました。 

 ・ 外国人宿泊客数については、国際定期便の拡充（米子ソウル便の６便化、米子香港便の３便化）に伴

い大幅に増加しました。令和元年度においても国際定期便やチャーター便の拡充に向けた取組を進めて

います。 

 ・ 農林水産業新規就業者数については、景気回復に伴い農林水産業を含めた他産業の求人率の向上の影

響はあるものの、新規就業者への研修等の支援対策の拡充等により新規就業者の確保に努め、２０１８

（H30）年度においても着実に増加しています。 

 

＜個別評価＞ 

 ①観光・交流 

   「とっとりロングトレイルコース」の誕生や白砂青松の弓ヶ浜サイクリングコースをはじめ、県東西

間や岡山方面を結ぶサイクリングルートの整備を進めたほか、大山開山１３００年祭の開催などにより、

地域に眠る宝を磨き上げ、国内外からの誘客に繋げることができました。 

   また、米子ソウル便や米子香港便の増便、チャーター便やクルーズ客船を活用した外国人観光客の誘

客を図り、外国人観光客宿泊者数も堅調に推移し、過去最高を更新しています。 

   さらには、星取県や蟹取県の取組をはじめ、鳥取県の認知度を高めるイメージ発信を行うなど、ＳＮ

Ｓ等の広報媒体を効果的に活用した戦略的な情報発信を行うとともに、地域ブランド調査で鳥取県の魅

力度と認知度が上昇しました。 

 

 ②農林水産業 

   農業所得の向上に繋げるため、園芸分野において、鳥取型低コストハウス導入を戦略的に進めるとと

もに、出荷調整機器や共同利用施設の整備を行うなど基盤強化を図りました。畜産分野においては、第

11回全国和牛能力共進会宮城大会で鳥取和牛が肉質日本一を獲得し、県内和子牛県平均セリ価格は高水

準となっているほか、畜産経営のさらなる競争力強化を図るため、国の畜産クラスター事業を活用した

牛舎整備や繁殖雌牛の増頭等により、基盤強化に取り組んでいます。 

   また、農林水産業を学ぶ高校生を対象に「スーパー農林水産業士」認証制度を創設して、本県の農林

水産業を支える人材育成を強化したところ、認定した生徒の中には鳥取大学農学部に進学するなど高大

連携が図られ、地域の若者が地域で就農・就業に向かう新たなキャリアパスを構築しました。 

   さらに、国際認証の取得支援に係る補助金を創設して事業者への支援を実施したことで、輸出に取り

組む事業者数や農林水産物及び加工品の年間輸出額が増加しました。 

 

 ③エコスタイル 

   保育所・幼稚園等が行う自然保育を認証する取組が進むとともに、「とっとり共生の森」参画企業が、

森林保全活動を継続して実施するなど、自然の魅力を満喫し、癒やしの地域づくりが進んでいます。 

   再生可能エネルギーの導入量は、「第２期とっとり環境イニシアティブプラン」で定める目標を達成

したほか、エネルギーの地産地消が進むなど、環境にやさしい地域づくりが進んでいます。 

 

＜今後の方向性＞ 

   多様な観光資源を活かした体験型プログラムを充実させるとともに、情報発信を積極的に展開するな

どして、国内外の観光客の更なる誘致を図っていく必要があります。 
また、環境面では、パリ協定の本格実施、海洋プラスチック問題や食品ロス対策などの新たな課題に

対応し、持続可能な社会とするため、低炭素化の推進、循環型社会の構築に向け、行政、企業、県民一

丸となって取り組む必要があります。 
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２ 人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む ～鳥取＋住む～ 

  

＜基本目標に対する評価＞ 

 ・ 合計特殊出生率については、小児医療費助成や保育料の無償化など、他県に先駆けた子育て支援策に

より全国でも上位の水準にありますが、近年は横ばい状態となっています。 

 ・ 鳥取県未来人材育成奨学金助成者数については、目標値には届かなかったものの、奨学金支援助成金

の対象業種に農林水産業等を、対象者に専門学校生を追加、大学１年生から認定申請を認めるなど利用

者の観点から制度を見直し、認定者数、就職者数ともに年々増えてきています。 

 ・ ふれあい共生ホームの設置については、２０１８（H30）年度に９箇所増加するとともに、４町で共生

ホームが新規設置され、１年度前倒しで目標を達成しました。 

 

＜個別評価＞ 

 ①出会い・子育て 

   ２０１６（H28）年度に「不妊専門相談センター」を西部地域に設置するなど、全県的な相談支援体制

を整備するとともに、子育て世代包括支援センターが県内全市町村に設置されたほか、子育てしやすい

環境づくりを実施する家庭教育推進協力企業の数が目標値を超えました。 

   また、保育ニーズに対応すべく、待機児童解消に向けた取組を推進していますが、解消には至ってお

らず、保育人材の不足も依然改善されていない状況にあります。 

 

 ②人財とっとり 

   地域学校協働活動（放課後・土曜日を活用した学習支援、学校支援ボランティア活動などの地域と学

校が連携・協働して行う活動）に係る研修会を実施し、活動内容の充実を図るとともに、ホームページ

で各市町村の取組状況について情報発信を行い、土曜日における教育活動の充実を図るための地域の特

色を生かした取組が進みました。 

   また、グローバルな高度技術者の雇用創出累計が目標値を大幅に超えるとともに、県内企業に対する

高度技能・技術人材育成支援の強化を図り、一層の企業集積と人材流入を目指しています。 

   その一方で、介護人材の不足が続いており、その解消と労働環境・処遇改善が課題となっています。 

 

 ③支え愛 

   ２０１７（H29）年にあいサポート条例を制定するとともに、条例で県民運動として位置付けたあいサ

ポート運動に係る研修会を開催して、あいサポーターを多数養成したほか、差別解消法研修会や障がい

者理解公開講座の実施などを通じて、障がいへの理解を深めることができました。 

   また、地域の遊休施設等を活用して、介護予防、機能訓練、健康づくりのほか食事、買い物など地域

の暮らしを支える様々なサービスの提供や世代間交流等の拠点となる、小さな拠点の整備が進んでいま

す。 

 

＜今後の方向性＞ 

   令和元年 10 月から国による幼児・保育教育無償化がスタートしたことを踏まえ、就学期も含めた更

なる経済的負担の軽減や出産・子育てに関する精神的・身体的負担の軽減、仕事と家庭の両立支援など、

「子育て王国」にふさわしい、全国の一歩先を行く子育て支援を展開することが必要です。 
   また、子どもたちの学びの質の向上に取り組むとともに、鳥取に愛着を持った若者を育成していく必

要があり、住み慣れた地域で安心・安全に暮らし続けられるよう、住民の移動を確保し、住民が助け合

い、多様な主体と連携した取組を促進する必要があります。 
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３ 幸せを感じながら鳥取の時を楽しむ ～鳥取＋rhythm
リ ズ ム

～ 
  

＜基本目標に対する評価＞ 

 ・ ＩＪＵターンの受入者数については、きめ細かな相談体制の構築や首都圏での移住セミナーの充

実等により順調に増加しており、過去最多を更新し、目標を達成しました。  
 ・ 正規雇用創出数については、有効求人倍率が高水準を維持して人材不足が顕著となり、人材確保

のための正規雇用への転換が加速し、目標を達成しました。 
 ・ １０代・２０代の転出超過数は増加し、社会減が拡大する結果となりました。 
 

＜個別評価＞ 

 ①移住・定住 

   市町村や地域団体などと連携しながら移住者に寄り添った受入施策を進めるとともに、住まい、

仕事、子育て等に係るワンストップ相談窓口「鳥取県移住定住サポートセンター」の運営、各分野

に係る支援窓口、支援施策等を一冊で紹介する「鳥取来楽暮本」やＳＮＳ等の活用により情報発信

を充実させています。 

   また、産学官金労言で構成する「来んさいな住んでみないやとっとり県民会議」と連携して、Ｉ

ＪＵターンを促す動画を作成し、テレビＣＭやインターネットでの動画配信、大学等に設置された

デジタルサイネージの放映などにより情報発信を強化しています。 

 

 ②働く場 

   山陰道「鳥取西道路」において、鳥取西ＩＣ～青谷ＩＣ間が、２０１９（R1）年５月に開通する

とともに、山陰道「北条道路」が本格的に工事着手されるなど、地方経済への波及効果が期待され

る高速道路ネットワークの整備が進んでいます。 

   また、２０１８（H30）年６月に県立ハローワークを全県展開し、若者・女性・ミドルシニアの

活躍やＩＪＵターンによる県内就職の促進、企業の人材確保に向けて、担当者制による相談重視型

の支援を行うことにより、求人・求職者のマッチングに取り組んでいます。 

 

 ③まちづくり 

   鳥取砂丘コナン空港、米子鬼太郎空港では、増便による利便性向上等により、利用者が順調に伸

びています。倉吉駅北街路の整備も順調に進んでいるほか、竹内南地区貨客船ターミナルの令和２

年春の供用開始に向けて順調に進捗しているなど、交通の結節点を拠点とする地域のにぎわいづく

りが進んでいます。 

   また、県立美術館の整備を着実に進めるとともに、地域や市町村等と連携しながら文化芸術によ

る地域活性化を推進する団体に対して支援を行うなど、アート・文化による地域づくりを進めてい

く基盤体制の強化、地域の気運醸成を図っています。 

 

＜今後の方向性＞ 

   転出超過の多くを占めている若者のＵターンを加速させるなど、地域や産業を支える若者の県外

流出に歯止めをかけて本県に定着させ、ＩＪＵターンを推進する取組の更なる強化を図る必要があ

ります。具体的には、関係人口受入プログラムの開発や充実、ふるさと鳥取応援アプリ（仮）登録

促進による情報発信強化、児童生徒の発達段階に応じた、切れ目のないふるさとキャリア教育を一

層推進するとともに、保護者をはじめとした県民がとっとり暮らしの豊かさを実感し、社会全体で

若者定着やＵターン促進に取り組む機運を盛り上げていく県民運動を展開する必要があります。 
   また、少子高齢化が進行する中山間地域で、買い物・健康管理・防災など少人数でも住み続けら

れる生活環境の確保や地域の実情に応じた交通体系の構築に取り組む必要があります。 
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Ａ：既に達成（25項目） 

取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 
山陰海岸ジオ
パークの第三
期認定に向け
た更なる磨き
上げ 

山陰海岸ジオパークトレイルが青谷駅から佐津駅（兵庫

県香美町）までのルート延長が決定し、総延長約 144 ㎞と

なった。また、渚交流館に隣接する吉田川にスロープを設

置し、アクティビティ活動者の安全と活動の推進を図ると

ともに、山陰海岸ジオパーク海と大地の自然館にエリア全

体の情報を発信するデジタルサイネージを設置した。 

 また、H31 年 2 月、ユネスコ世界ジオパークの第三期認

定を実現した。 

・ジオパークエリアにおけるアク

ティビティ(自然体験活動)年間

参加者数 

 R1 目標 5,000人 

 H30実績 5,610人 

  ※H26実績 2,525人 

 

 

国際定期便の

利用・チャータ

ー便・クルーズ

船誘致による

外国人観光客・

消費額の増加 

米子ソウル便の増便（H30.10 月から週 6 増）、米子香港

便の増便（H30.12から週 3便）や、チャーター便やクルー

ズ客船を活用した外国人観光客の誘客を図られ、外国人観

光客宿泊者数も堅調に推移し、過去最高を更新した。 

・観光入込客数（年間） 
R1 目標 1,100万人 
H30 実績  965万人 
※H26実績 1,008万人  

・外国人宿泊客数(年間) 
R1 目標 15万人 
H30 実績 19.5万人 

  ※H26実績 5.9万人 
若者が地域で
就農できると
っとりアグリ
人材育成シス
テムの構築 

H29 年度に「スーパー農林水産業士」認証制度を創設し、

H29 年度 3 名、H30 年度 11 名を認定した。認定した生徒の

中には鳥取大学農学部に進学するなど高大連携が図られ、

地域の若者が地域で就農・就業に向かう新たなキャリアパ

スが構築できた。 

・農林水産業新規就業者数（うち農

業新規就業者数） 

 R1 目標 1,040人（5年間累計） 

 H30実績   816人（4年間累計） 

  ※H26実績 148人 

女性農業者の
活動推進、女性
リーダー育成
に関する取組
の支援 

大型特殊免許の資格取得を支援するなど女性農業者の参

画を促進したほか、新たな県域農業女性組織が設立され自

主研修会・交流会・消費者との交流（マルシェ開催）等活

発に活動されている。 

・家族経営協定締結数 

 R1 目標 310組 

 H30実績 332組 

  ※H26実績 281組 

 

漁協と協働し
た研修、受入体
制の拡充など
による漁業や
関連産業への
新規就業者の
増加 

漁船員等向け雇用型研修、沿岸漁業独立就業者向け研修

など各種研修を実施したほか、新規就業者の漁船リース経

費への支援や養殖業の建設支援等、新規就業者への経済的

支援により、H30年度で新規就業者 60人を確保した。 

・農林水産業新規就業者数（うち水

産業新規就業者数） 

 R1 目標 200人（5年間累計） 

 H30実績 221人（4年間累計） 

  ※H26実績 33人 

 

国際認証の取
得促進による
農畜産物・加工
品の輸出機会
の拡大 

H27 年度に国際認証の取得支援に係る補助金を創設し、

新規・更新含めて延べ 30事業者（H27～30年度）への支援

を実施したことで、輸出に取り組む事業者数や農林水産物

及び加工品の年間輸出額が増加した。 

・農林水産物及び加工品の年間輸

出額 

 R1 目標 8億円 

 H30実績 13.0億円 

  ※H25実績 4.5億円 

加工ミッシン
グリンクを解
消し、県内の付
加価値の確保 

農林漁業者や食品加工業者の規模や希望に即した加工施

設・機器等の整備の支援を行ったほか、支援により、粉末・

乾燥加工、ジビエ処理等の県内に不足している加工形態の

整備が進み、県内における付加価値の確保につながった。 

・6 次産業化事業及び農商工連携

事業の取組累計数 

 R1 目標 280件 

 H30実績 287件 

  ※H26実績 161件 

県内食品加工
工場への県内
農畜産物の供
給体制整備に
よる、農商工連
携の推進 

県内進出企業において、県産米を活用した米菓製造、県

産梨・柿・スイカ等の活用に継続して取り組んでいること

に加え、新たに県産米ぬかを活用した米菓商品の試作が進

んでいる。 

・6 次産業化事業及び農商工連携

事業の取組累計数 

 R1 目標 280件 

 H30実績 287件 

  ※H26実績 161件 

カーボン・オフ
セットを活用
した森づくり
による地球温
暖化防止 

鳥取県Ｊ－クレジット地域コーディネーターとの連携や

呼びかけ等により、県有林Ｊ－クレジット販売企業数は 38

社となり、さらに県有林以外のＪ－クレジットも進展して

おり、購入した 16者を「とっとりの森を守る優良企業等」

として認定する等、「カーボン・オフセット」を活用した

森づくりが広がっている。 

 

 

 

・県有林 J-クレジット販売企業数 
 R1 目標 32企業 
 H30実績 38企業 
  ※H26実績 21企業 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

多様な自然エ

ネルギーの導

入推進 

再生可能エネルギーの導入量は H29 年度に「第 2 期とっ

とり環境イニシアティブプラン」で定める目標を達成した

後、109％まで導入することができた。 

また、発電事業支援補助金により事業者負担の軽減等に

つながるとともに老朽化した小水力発電所や風力発電の事

業可能性調査の実施支援により、発電事業の事業化の検討

が進んだ。 

・再生可能エネルギー導入量 
 R1 目標 980ＭＷ 
 H30実績 1,001ＭＷ 
  ※H26実績 800ＭＷ 

 

電気・熱エネル

ギーの効率的・

自立的な地域

供給システム

の構築 

家庭用コージェネレーションシステム導入は、年間の導

入台数が大きく増え、地域への分散型エネルギーシステム

の導入が着実に進んでいる。 

また、エネルギーの地域内循環を進めるため、企業局が

所有する太陽光や小水力発電所の電力について、地域新電

力会社への特定卸供給の継続を支援した。 

・新電力会社設置数 
 R1 目標 3社 
 H30実績 3社 

出会い・結婚を

望む若い世代

に対する出会

いイベント情

報の提供 

鳥取県と島根県の婚活イベントメール配信システムを統

合し、H31.4月から、両県のサポーターのイベント情報を、

両県の受信希望者に配信している。 

婚活イベント数は、昨年度実績を上回っており、婚活イ

ベントを実施するとっとり婚活サポーターも増加。地域全

体での結婚支援の機運も高まっている。 

・出会いイベントの開催数 
 R1 目標 250回 
 H30実績 364回 
  ※H26実績 186回 

 

「とっとり出

会いサポート

センター えん

トリー」の設置

など成婚率の

高い結婚応援

事業の展開 

「とっとり出会いサポートセンターえんトリー」による

成婚目標数を、前倒しで達成。成婚率も上昇しており、結

婚希望者のマッチングが順調に進展している。 

・えんトリーによる成婚数 
 R1 目標 80組（うち会員同士40組） 

 H30実績 86組（うち会員同士42組） 

子育て世代包

括支援センタ

ー」（とっとり

版ネウボラ）の

整備の支援 

 子育て世代包括支援センターが県内全市町村に設置され

た。 

・子育て世代包括支援センター整
備数 

 R1 目標 19市町村 
H30 実績 19市町村 

  ※H26実績 2市町村 

不妊治療の経

済的負担軽減

等によるサポ

ートの推進 

H28 年度に「不妊専門相談センター」を西部地域に設置す

るなど、全県的な相談支援体制を整備し、相談件数は増加

傾向にある。 

また、H28 年から結婚 3 年目以内の夫婦が不妊検査を受

けた際の検査費用の助成を開始し、申請件数が増加してい

る。 

－ 

家庭教育の充

実に向けた職

場環境づくり

の推進 

家庭教育の充実に向けた職場環境づくりに自主的に取り

組んでいただける企業と鳥取県教育委員会とが協定を結

び、企業と連携した子育てしやすい環境づくりを実施する

家庭教育推進協力企業が、目標値を超え、724 社（H29 年

度:674社）となった。 

・家庭教育推進協力企業数 

 R1 目標 700社 

 H30実績 724社 

  ※H28実績 622社 

 

放課後や土曜

日を活用した

学習支援など

市町村が行う

学習環境充実

に向けた取組

の支援 

地域学校協働活動（放課後・土曜日を活用した学習支援、

学校支援ボランティア活動などの地域と学校が連携・協働

して行う活動）に係る研修会を実施し、活動内容の充実を

図るとともにホームページで各市町村の取組状況について

情報発信を行い、土曜日における教育活動の充実を図るた

めの地域の特色を生かした取組が進んだ。 

・放課後や土曜日を活用して学習

支援を行う市町村数 

 R1 目標 19市町村 

 H30実績 19市町村 

  ※H26実績 12市町村 

 

高度な技術・技

能を有するグ

ローバルな高

度技能者の育

成 

H27～H30 年度の雇用創出累計目標値 480 人に対し実績

676 名となった。職業能力開発総合大学校の一部機能移転

により H30.4 月に開所した高度訓練開発室、県内企業と共

同して自動車分野の職業訓練コースと教材開発に着手して

おり、県内企業に対する高度技能・技術人材育成支援の強

化を図り、いっそうの企業集積と人材流入を目指す。 

 

・グローバルな高度技能者の育成

人数 

 H30目標 480人（4年間累計） 

 H30実績 676人（4年間累計） 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

とっとり県民

活動活性化セ

ンターの機能

強化、社会人ボ

ランティア人

材の発掘・育成

による協働の

取組の促進 

県内プロボノワーカーが県内団体を支援する 2 プロジェ

クトを実施し、各団体の課題解決を行うことができたほか、

専門家派遣などの事業により、団体の事務力や組織基盤の

強化を支援している。 

・社会人ボランティア人材(プロボ

ノ)の人数(実際に支援を行った

延べ人数) 

 R1 目標 20人 

 H30実績 29人 

 

地域・職域の健

康づくりを進

めるとともに、

介護予防体操

等の普及、認知

症予防事業の

推進などによ

る高齢者の健

康寿命の延伸 

健康経営マイレージ事業の参加事業所は 1,941 事業所

と、目標の 1,000 事業所を大きく達成し、順調に伸びると

ともに、健康マイレージ事業は、県版健康健民マイレージ

事業の実施により全市町村の住民が参加した。 

・健康経営マイレージ事業に参加
する事業所数 

 R1 目標 1,800事業所 
 H30実績 1,941事業所 
  ※H26実績 425事業所 
・健康マイレージ事業を実施する
市町村数 

 R1 目標 19市町村 
 H30実績 19市町村 
  ※H26実績 4市町村 

高齢者の経験

や資格・技能を

活かした人材

バンク等高齢

者の活躍の場・

仕組みづくり 

とっとりいきいきシニアバンクの登録者数は、積極的な

勧誘活動及び登録申請手続の改善により H30 年度末累計で

2,254名と 1年度前倒しで目標を達成した。 

また、バンク登録者の活動件数についても、H30 年度は

941 件に達し、前年度から3倍以上増加した。 

・とっとりいきいきシニアバンク

への延べ登録者数及び活動率の

向上 

 R1 目標 2,000人 

 H30実績 2,254人 

障がい者の就

職率向上、雇用

促進、離職防止

に向けた取組

の推進 

自社内の障がい者の就労の継続を支援する企業在籍型ジ

ョブコーチ（職場適応援助者）の養成研修受講への助成、

「とっとり障がい者仕事サポーター養成講座」開催、訪問

型ジョブコーチ配置や養成研修受講への助成等による障が

い者の就労継続支援により、H30 年度の障がい者実雇用率

は 2.22％（対前年＋0.06ポイント）と過去最高を更新した。 

・障がい者雇用率 
 R1 目標 2.20％ 
 H30実績 2.22％ 
  ※H26実績 1.88％ 

支え愛の取組

を支援し、幅広

い世代の参画

による多様な

活動の展開の

推進 

トットリズム（現：令和新時代創造県民運動）推進補助

金の活用等により支え愛活動継続取組数は 206 件となり目

標を達成した。 

・とっとり支え愛活動継続取組数 

 R1 目標 190件 

 H30実績 206件 

  ※H26実績 175件 

 

全市町村にお

ける超高速情

報通信網の整

備推進 

未整備であった琴浦町及び日野町の整備が H29 年度末に

完了し、県下全市町村で超高速情報通信網が利用できる環

境が整った。 

・超高速情報通信網整備市町村数 
 R1 目標 19市町村 
 H30実績 19市町村 
  ※H26実績 17市町村 

超高速モバイ

ル通信電波（４

Ｇ）が利用でき

る主要道路及

び鉄道区間の

拡大 

通信事業者へ具体的な地域や場所を示し、引き続き電波

状況の改善要望を行い、智頭急行の路線の智頭町地内のト

ンネルの電波状況を改善するとともに、国道 53号の智頭ト

ンネル、国道 180 号の日野町小河内地内、国道 181 号の日

野町坂井原トンネル、金持地内等の電波状況を改善した。 

・超高速モバイル通信電波の不感
エリア箇所の解消率 

 R1 目標 主要道路 99％ 
 H30実績 主要道路 99.5％ 
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Ｂ：順調（199 項目） 
＜主な項目＞ 

取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

着地型メニュ

ー造成や滞在

を促進する周

遊観光ルート

づくり 

 大山開山 1300 年祭を開催し、開創法要を皮切りに、大

山「星」のフェスティバル、第 3回「山の日」記念全国大

会など大山ならではの多様な観光資源を活かした取組を

展開し、国内外からの誘客に繋げるとともに、「山陰海岸

ジオパークトレイル」「伯耆国ロングトレイル」「中国自然

歩道」をつなぐ「とっとり横断ロングトレイルコース」が

誕生したほか、鳥取県横断サイクリングルートの東部・中

部ルートを設定し、サイクリストが快適に休憩できる飲食

店「サイクルカフェ」の東部・中部への拡大を開始した。 

 

 

・観光入込客数（年間） 

 R1 目標 1,100万人 
 H30実績  965万人 
  ※H26実績 1,008万人 
・宿泊者数 
 H30目標 280万人 
 H30実績 288万人 
  ※H26実績 250万人 

イメージ発信

と効果の高い

キャンペーン

の展開、ＳＮ

Ｓ等を活用し

た戦略的な情

報発信 

 「地域ブランド調査 2018」における魅力度は 12.9点で

41位、認知度は 45.5点で 33位、情報接触度は 30.7点で

42位と、魅力度、認知度の数値が上昇した。 

 また、H30.12月から開催した、ポケモン・サンドを活用

した観光キャンペーン「サンドおいでフェス in 鳥取」で

は、鳥取県に関する Twitter での頻出関連語に「サンド」

が全体 2 位となり、告知のツイッター投稿は約 47 万回閲

覧され、ソーシャルメディアを中心に大きく露出した。 

 知名度が高く全国に流通している県内ブランドなどを

鳥取県と関連づけるなど、戦略的な情報発信を行う。 

・観光入込客数（年間） 

 R1 目標 1,100万人 
 H30実績  965万人 
  ※H26実績 1,008万人 

・宿泊者数 
 H30目標 280万人 
 H30実績 288万人 
  ※H26実績 250万人 

大山開山1300

年を契機とし

た大山ブラン

ドのイメージ

形成 

 大山開山 1300 年祭のメインイヤーとなる H30 年は、大

山寺・大神山神社などの地元が「大山への祈り」をテーマ

として、また、県（西部総合事務所）が事務局を担った伯

耆国「大山開山 1300 年祭」実行委員会、各自治体、民間

団体等が「大山からの恵み」をテーマとして様々な催し、

取組、情報発信を行った。 

・観光入込客数（年間） 

 R1 目標 1,100万人 
 H30実績  965万人 
  ※H26 実績 1,008万人 
・外国人宿泊客数(年間) 
 R1 目標  15万人 
 H30実績 19.5万人 
  ※H26実績 5.9万人 

サイクリング

ルートの全県

展開やロング

トレイルの整

備 

 鳥取県横断サイクリングルートの県東部・中部ルートの

設定が完了し、サイクリストが快適に休憩できる飲食店

「サイクルカフェ」の東部・中部への拡大に取り組んだ。  

 また、県中部のおすすめサイクリングルートと周辺の観

光スポットを盛り込んだマップを作成するとともに、PR動

画の作成など、広域での情報発信に取り組んだ。  

 更に、「とっとり横断ロングトレイルコース」の誕生に

合わせて、シンポジウムを開催し、トレイル活用に向けた

県民への周知に取り組んだ。 

― 

キャンプやス

ポーツイベン

ト誘致の推進 

 東京オリンピック・パラリンピックのジャマイカ代表選

手団の R2 年の県内キャンプ、クロアチアのセーリングチ

ームの H30～R2年の境港市でのキャンプが決定したほか、

H30.12 月、R1.8 月にスポーツクライミングフランス代表

チーム（一部）が倉吉市で合宿を行った。 

 H30.9月に全日本マスターズ陸上選手権大会（鳥取市）、

10月に卓球「ワールドカデットチャレンジ大会」、11月に

スポーツクライミング「クライミングアジア選手権大会」、

R1.6～7 月にセーリング「2019 レーザー級世界選手権大

会」を成功裏に開催した。 

・スポーツイベント・キャンプ地
誘致件数 

 R1目標  25件（5年間累計） 
 H30実績 23件（4年間累計） 
  ※H26実績 3件 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

「瑞風」や県

内を運行する

列車の活用に

よる地域の賑

わい創出 

 H29.6月に運行開始された「瑞風」は、鳥取ならではの

おもてなしもあって応募倍率が高倍率で推移し、山陰コー

スは一番人気となり、観光誘客の取組が広がった。 

 また、H30.7月に運行開始した「あめつち」は、80％以

上の高い乗車率で推移してツアー造成に繋がり、高校の協

力を得て、手振り等のおもてなしを充実させている。 

 更に、若桜鉄道の観光列車「昭和」（H30.3月運行開始）

及び「八頭号」（H31.3月運行開始）の団体貸切り利用等に

より乗客数が増加するとともに、沿線のおもてなし（沿線

景観の整備、手振りなど）も継続的に実施されている。 

・観光入込客数（年間） 

 R1 目標 1,100万人 
 H30実績  965万人 
  ※H26実績 1,008万人 

「山の日」制

定を契機とし

た自然の魅力

発信及び環境

整備の推進 

 H30.8月に開催した第 3回「山の日」記念全国大会によ

り、国内外に対し本県の山の魅力を発信した。 

 また、本大会を契機として、主要な山 （々大山、三徳山、

氷ノ山等）において H29年に引き続き開催した、山ガール

サミット等のイベントや、ボランティアによる登山道整備

や自然保護活動によって更なる盛り上げを図った。 

・県立拠点施設における自然体験 
 プログラム年間利用者数 
 R1 目標 25,000人 
 H30実績 24,647人 
  ※H26実績 8,725人 
 

まんがを核と

した世界に向

け た 情 報 発

信、「空の駅」

化などまんが

王国とっとり

を満喫する受

入環境の整備 

 ＪＲと連携し、韓国・香港・台湾からの旅行者向けにま

んが王国とっとり関連施設等を巡る「まんが王国とっとり

満喫周遊パス」を発行し、本県訪問の動機づけや県内周遊

の促進、漫画による情報発信により、海外各市場における

本県の認知度向上及び誘客促進に繋げた。 

 鳥取砂丘コナン空港と鳥取港とを結ぶ県道の開通

（H30.3.10）や鳥取砂丘コナン空港ターミナルビルの一体

化（H30.7.28）など、着実に「空の駅」化が進展するとと

もに、米子空港で外国人旅行客等の受入環境高度化を目的

に国際線 PBB の新設等のターミナルビルの施設整備

（R1.11.8グランドオープン予定）を進めている。 

・外国人宿泊客数(年間) 
 R1 目標  15万人 
 H30実績 19.5万人 
  ※H26実績 5.9万人 
・鳥取砂丘コナン空港利用客数 
（搭乗者数及び一般来場者数） 

 R1 目標 460,000人 
 H30実績 790,825人 
  ※H26実績 343,633人 
・米子鬼太郎空港利用客数 
（搭乗者数） 

 R1 目標 650,000人 
 H30実績 693,413人 
  ※H26実績 531,544人 

園芸・畜産分

野の基盤を強

化による農業

所得の向上 

 園芸分野において、鳥取型低コストハウス導入（959棟、

2,680ａ（H27-H30年度累計））を戦略的に進めるとともに、

出荷調整機器（ブロッコリー）や共同利用施設（柿）の整

備を行い、基盤強化を図った。 

 畜産分野において、第 11 回全国和牛能力共進会宮城大

会で鳥取和牛が肉質日本一を獲得し、H30年県内和子牛県

平均セリ価格 859千円は全国 4位の高水準となったほか、

国の畜産クラスター事業を活用した牛舎整備や繁殖雌牛

の増頭等により、基盤強化に取り組んでいる。 

・農業産出額 
 R1 目標 800億円 
 H30実績 743億円 
  ※H25実績 679億円 

 

日本一の高能

力種雄牛を活

用した「和牛

王 国 と っ と

り」復活 

 全国トップクラスの産肉能力を誇る種雄牛「白鵬 85 の

3」「百合白清 2」の効果で本県の和子牛セリ価格は、H30 年

全国第 4位になるなど、全国上位の価格を維持している。 

 また、国の畜産クラスター事業を活用した牛舎等施設整

備による増頭、県事業を活用した繁殖雌牛の導入、畜産試

験場「鳥取和牛改良試験研究施設整備事業」により、次世

代基幹種雄牛の改良スピードを加速させるなど、生産基盤

の充実・強化､収益力向上に向けた取組が進んでいる。 

・農業産出額 
 R1 目標 800億円 
 H30実績 743億円 
  ※H25実績 679億円 
・和牛繁殖雌牛頭数 
 R1 目標 3,900頭 
 H30実績 3,754頭 
  ※H26実績 2,900頭 

低コスト伐採

搬出システム

の構築による

木材生産量の

増加 

 県内の森林組合では、路網整備に積極的に取り組むとと

もに、オーストリア製の高性能架線機械の導入等で低コス

ト伐採搬出システムの構築に努めるなど、木材生産の増大

に向けた取組が進んでいる。 

・木材素材生産量 
 R1 目標 36万㎥ 
 H30実績 30.5万㎥ 
  ※H25実績 21万㎥ 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

栽培漁業や養

殖 業 に よ る

「つくり育て

る漁業」の推

進 

 H30.3月に、ＪＲ西日本の網代養殖センターが「お嬢サ

バ」を初出荷するとともに、H30.8月に、（株）鳥取林養魚

場が陸上循環濾過養殖システムで生産する「とっとり琴浦

グランサーモン」を出荷した。 

 また、H30.12月に、ＪＲ西日本が米子市漁協の養殖施設

を活用して生産（養殖事業に新規参入したトットクライン

が受託生産）した「白雪ひらめ」を初出荷した。 

 更には、H30.4月から、(株)日本養魚技術の降海性ニジ

マスの陸上養殖施設の建設が始まり、R1.11月に竣工予定。 

・漁業所得 
 R1 目標 55億円 
 H29実績 52億円 
  ※H25実績 36億円 

東南アジアや

欧州など国際

市場への農産

物の販路拡大 

 イオン香港での継続的なフェア、物産展の開催により、

県産すいか、梨の販売が定着し取扱いも 12 店舗に拡大し

たほか、高級レストランでは鳥取和牛肉質日本一を PR し

た。また、香港最大級の水産市場である九號水産でのフェ

ア開催により、紅ズワイガニ販売等で蟹取県を PR、水産加

工品の継続取引を支援するなど、ブランド化を推進した。 

 ＥＵでは、スイス、ドイツバイヤーの招聘により、日本

酒を中心に成約したほか、ロシアでは、高級レストラン

ZUMA のシェフ招聘により、輸出関係者との協力関係を構

築するなど、新マーケット開拓への動きが加速した。 

・農林水産物及び加工品の年間輸
出額 

 R1 目標  8.0億円 
 H30実績 13.1億円 
  ※H25実績 4.5億円 

農林水産物の

トップブラン

ディング 

 首都圏等の有名百貨店での販売プロモーションや高級

レストランでのフェアの開催等により、五輝星、松葉がに、

新甘泉、輝太郎、鳥取和牛、とっとりジビエ、鳥取茸王等

を PRし、県産品のブランド化が進展した。 

 また、大山ブロッコリーやこおげ花御所柿などＧＩ登録

拡大により県産品のブランド化を図るとともに、特選とっ

とり松葉がに五輝星は、初競り価格で史上最高値となり、

ギネス世界記録に認定され話題となった。 

・農業産出額 
 R1 目標 800億円 
H30 実績 743億円 

  ※H25実績 679億円 
・漁業所得 
 R1 目標 55億円 
 H29実績 52億円 
  ※H25実績 36億円 
  

子どもたちが

鳥取の自然の

魅力を満喫で

きる取組の推

進 

 H31.4月時点の利用者数は 108人となっており、目標を

下回るものの、在園児のうち約 3割が県外からの移住者で

あるなど移住定住対策の側面でも効果を上げている。 

 また、H29年度に認可保育所・幼稚園等が行う自然保育

の認証制度「とっとり自然保育認証制度」を創設し、これ

までに 25 園を認証するなど、自然保育の取組が広がって

いる。 

・とっとり森･里山等自然保育の
認証された園の利用児童数 

 R1 目標 120人 
 H30実績  99人 
  ※H27.4月実績 105人 

若手狩猟者の

育成等による

鳥獣被害対策

の強化及び獣

肉の有効活用 

 若手狩猟者の参入促進、育成の施策の充実に取り組んで

きた結果、若手の免許所持者数は順調に増加した。 

 また、奨励金等によるイノシシ・シカ有害捕獲の支援、

シカ捕獲事業等による捕獲強化を行った結果、捕獲数は過

去最多（H30 年度:7,519 頭）、イノシシは過去２番目に多

い捕獲数となった。（H30年度:11,027頭） 

 更に、獣肉処理加工施設の建設支援や、ジビエ販路拡大、

狩猟捕獲のジビエ利用拡大等の支援に取り組んだ結果、資

源としての有効活用が進んでいる。 

・若手狩猟者免許保有者数 
 R1 目標 300人 
 H30実績 330人 
  ※H26実績 155人 

市町村と連携

した子育て世

代の経済的負

担軽減 

 第 3子以降等の保育料無償化や小児医療費助成の拡充、

在宅育児世帯に対する現金給付等の支援など他県に先駆

けた子育て支援策を実施し、保護者の経済的負担の軽減を

図った。 

・合計特殊出生率 
 R1 目標 1.74 
 H30実績 1.61 
  ※H26実績 1.60 
＜参考＞H30全国値 1.42 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

子どもの居場

所づくりの促

進など子ども

の貧困対策 

 県内 19 市町村で、生活困窮世帯等の児童生徒への学習

支援が実施されるようになった。 

 また、子ども食堂を含む子どもの居場所づくりについ

て、こども食堂等に取り組む団体や支援機関によるネット

ワークへの活動支援（食材提供体制の構築、個別相談対応

等）が進み、県内の居場所数が更に増えた（H30年度末：

45箇所） 

・貧困世帯向け学習支援事業の実
施市町村数 

 R1 目標 19市町村 
 H30実績 19市町村 
  ※H26実績 5市町村 
・子どもの貧困対策としての子ど
もの居場所の数 

 R1 目標 30箇所 
 H30実績 45箇所 
  ※H27実績 3箇所 

地域の実情に

応じて行う低

年齢児の家庭

内保育の取組

の支援 

 3世代同居・近居を考えている方等を対象とした講座を

開催し、祖父母世代が若い親との子育てに対する感覚の相

違や関わり方のコツを学ぶ機会を提供した。 

 H30年度はこれまでの講座内容に加え沐浴体験など実技

内容を追加した。 

― 

短時間勤務制

度・テレワー

ク制度など多

様な働き方の

導入を支援 

 社会保険労務士の派遣実績は 69 件（就業規則整備支援

コンサルタント派遣 35 件（新規作成 22、一部改正 13）、

働き方改革支援派遣 34 件）であり、企業の就労環境の改

善に向けた取組を支援するとともに、県社会保険労務士会

が県内企業を訪問し、多様な働き方実現に向けた制度・支

援策、取組促進について普及啓発を行った（133社）。 

 また、県版経営革新（働き方改革型）を創設し企業の在

宅ワークシステム導入などモデルとなる取組を支援した。

（男女ともに働きやすい職場環境づくりを積極的に進め

る）「男女共同参画推進企業」認定数は、順調に増加し 754

社となった（R1年度目標 700 社）。 

・男女共同参画推進企業認定数 
 R1 目標 700社 
 H30実績 754社 
  ※H26実績 543社 

経営者等に対

する男性によ

る育児・介護

参加への理解

促進と意識改

革 

 男女共同参画推進企業認定数は、順調に増加し 754社と

なった。そのうちイクボス・ファミボス宣言を実施した企

業の割合も 70.1％と、順調に伸びている。 

 子育てや介護等、企業の職場環境づくりの取組を支援

し、「企業のファミリーサポート休暇等取得促進奨励金」

の支給件数は 13件となった。 

・男女共同参画推進企業認定数 
 R1 目標 700社 
 H30実績 754社 
  ※H26実績 543社 
・男女共同参画推進企業のうちイ
クボス・ファミボス宣言企業率 

 R1 目標 80％ 
 H30実績 70.1％ 

「ふるさと鳥

取」に愛着と

誇りをもった

人材の育成 

 県内全ての県立高校において、生徒が地域と連携した取

組に参加できる機会を教育活動に位置づけ、関連事業を実

施している。また、関係課と連携し、「とっとりハタラキ

かえる」の活用促進や「とっとり学生登録（ふるさと鳥取

応援アプリ（仮））」の周知・登録促進を行い、高校卒業後

もふるさと鳥取とつながる取組を進めた。 

 県内全ての公立小中学校で、社会科や総合的な学習の時

間等において、郷土を愛する心情及び態度の育成に取り組

んでいる。また、補助金を活用して、県内の 5小学校で 511

名の児童が県立博物館、日本海テレビ、栽培漁業センター、

妻木晩田遺跡などの県内施設や県内企業等を見学してお

り、児童がふるさと鳥取への理解と関心を深めた。 

― 

教員の負担感

を解消の推進 
 全市町村共同調達による学校業務支援システムの導入

で教員の事務業務が大幅に効率化し、部活動の在り方に関

する方針を策定し、部活動の活動方針等を明確化した。 

 また、カイゼンプランに掲げる目標設定について、月一

人当たりの時間外業務は各校種とも目標とする H29 年度

比 10％を達成済又はこれに近い削減率となっており、全

体として時間外業務の削減は進んでいる。 

― 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

学生等の地元

進学・就職の

促進 

 従来の無償型インターンシップに加えて、長期有償型を

導入し、参加する学生が増加している。 

 県内企業の長期有償型インターンシップ受入をさらに

拡大するよう努め、県内企業の魅力を体験してもらうとと

もに、県内就職に繋げていく。 

・大学生の県内企業インターンシ 
 ップ参加者数 
 R1 目標 400人 
 H30実績 426人 
  ※H26実績 129人 

県民総参加の

トットリズム

県民運動（現：

令和新時代創

造県民運動）

の推進 

 H30年度のトットリズム（現：令和新時代創造県民運動）

実践団体は、登録目標数 440 団体をやや下回るものの、431

団体と順調に増えている。 

トットリズム（現：令和新時代創造県民運動）推進事業の

みならず、様々な主体が取り組む地方創生に繋がる多様な

取組を支援することで、多くの主体によりトットリズム県

民運動（現：令和新時代創造県民運動）が拡大している。 

・トットリズム（現：令和新時代
創造県民運動）実践団体登録数 
 R1 目標 460団体 
 H30実績 431団体 
  ※H26実績 288団体 
・スーパーボランティア登録団体数 
 R1 目標 25団体 
 H30実績 24団体 
  ※H26実績 19団体 
 

障がい者への

情報アクセス

改善、障がい

者 の 芸 術 文

化・スポーツ

活動の充実 

 H30.4月に、東部と中部に視覚障がい者支援センターを

開設し、相談体制の強化を図るとともに、ロービジョンの

周知やロービジョン外来などについて意見交換するため、

「鳥取県視覚障がい者相談支援関係機関・団体連絡協議

会」を立ち上げた。 

 また、手話言語条例の制定から 5年経過し、県手話施策

推進協議会で手話施策推進計画の検証に着手した。 

 更には、第 5回全国高校生手話パフォーマンス甲子園を

開催し、過去最多のチーム（学校）がエントリーし、盛会

のうちに終えることができた。 

 平成 30年 10月に「鳥取県障がい者による文化芸術活動

推進計画」を全国に先駆けて策定した。 

・手話通訳者派遣件数 
 R1 目標 1,200件 
 H30実績  842 件 
  ※H26実績 1,112件 
・手話講座等受講者数 
 R1 目標 2,000件 
 H30実績 2,487件 
  ※H26実績 955人 
・あいサポート･アートとっとり
展県内出展数 

 R1 目標 500点 
 H30実績 432点 
  ※H26実績 387点 

産業人材の確

保と若者の地

元就職、IJUタ

ーンの促進 

 奨学金支援助成金の対象業種に農林水産業等を、対象者

に専門学校生を追加するなど利用者の観点から制度を見

直した結果、認定者数、就職者数とも年々増えており、引

き続き制度の周知を図り学生等の県内就職を促進する。 

 とっとりインターンシップに H30 年度から新たに長期

有償型を導入し、外国人留学生向けのインターンシップを

実施したところ、着実に参加学生が増えており、参加学生

のインターンシップ先企業等への就職者数も増えている。 

 大手就活サイトへの鳥取県特設サイトの開設や、学生自

らが県内企業を取材して記事を作成し情報発信するなど、

大学生等に対する情報発信に取り組むほか、小学生向け副

教材を作成・配布するなど、情報発信に努めた。 

・鳥取県未来人材育成奨学金助成
者数 
H30 目標 600人（４年間累計） 
H30 実績 536人（４年間累計） 

・県内大学生の県内就職率 
R1 目標 44.3% 
H30 実績 35.1% 
※H26実績 34.2% 

・県外大学進学者の県内就職率
（県出身者が多い大学） 
R1 目標 40.0% 

 H30 実績 30.3% 
 ※H26実績 29.5% 

多様な主体が

協働して取り

組む本県なら

ではの支え愛

の活動の促進 

 「支え愛マップづくり」の取組を引き続き推進するとと

もに、H30.7月豪雨や 9月の台風などで、実際に避難を行

ったり、避難しなくても避難情報を聞いたりすることで、

地域住民が我が事として感じ、「支え愛マップづくり」の

取組が支え合いを行う気運醸成に繋がった。 

・支え愛マップづくり取組自治会 
 数 
 R1 目標 600箇所 
 H30実績 552箇所 
  ※H26実績 341箇所 

避難行動要支

援者の避難支

援 体 制 づ く

り、地域の防

災リーダー等

の養成・スキ

ルアップ 

 地域住民が主体となって進める支え愛マップづくりを

通じて避難支援体制づくりを推進したほか、防災士養成研

修や避難所運営をテーマとした地域防災リーダースキル

アップ研修を通じて、地域防災リーダーや避難所運営リー

ダーを養成した。 

・自主防災組織率 
 R1 目標 90％ 
 H30実績 85.7％ 
  ※H26実績 78.8％ 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

住民が自主的

に設ける支え

愛避難所への

支援 

 住民が自主的に避難所の開設や運営を行っていただけ

るよう、避難訓練や避難所開設の訓練について、ステップ

アップ事業やモデル事業を通じて支援を行った。 

 鳥取県自主防災活動アドバイザーを講師派遣し、H29 年

度に作成した「鳥取県避難所運営マニュアル作成指針」を

活用して指導を行った。 

― 

あいサポート
条例による県
民の障がい者
への理解を深
める県民運動
の推進 

 県民運動として条例で位置づけたあいサポート運動に

ついて、H30 年度（H31.3 月末時点）に 127 回の研修を実

施した。また、新たに 3,128 人のあいサポーターを養成し

たほか、差別解消法研修会や障がい者理解公開講座の実施

なども通じて、障がいの理解を深めることができた。 

・あいサポーター数 
 R1 目標 410,000人 
 H30実績 455,874人 
  ※H26実績 246,015人 

中山間地域・

医師不在地域

における医療

提供体制の維

持 

 H30 年 3月に県のドクヘリの運航を開始し、県内全域の

救急医療体制の整備を図るとともに、医師不足の生じてい

る中山間地域の 7 市町・7 機関の自治体立病院に 14 名の

自治医大卒の医師を派遣した。 

 また、おとなの救急電話相談（＃7119）を開始し、休日

夜間の相談体制を整備した。 

 更には、日本財団との連携により、江府町で移動販売車

を整備し、移動販売に日野病院の看護師が同行し、買い物

客への健康相談等の取組を実施（月 1回程度）するほか、

岩美町では地域の集会所と岩美病院を映像でつないで健

康相談や健康教室を開催している。 

― 

多機能コミュ

ニ テ ィ 拠 点

（ 小 さ な 拠

点）、「共生ホ

ーム」等の全

県展開 

 市町や日本財団等と連携しながら県内各地域で小さな

拠点の形成を進めており、H30 年度は新たに 7地区におい

て拠点を形成した。引き続き、市町及び関係機関とともに

地域運営組織等に働きかけ、小さな拠点の形成に向けて地

域住民等による話し合い・計画検討の支援を進めている。 

 また、共生ホームの設置件数が H29 年度の 62 件から 9

件増加して 71件になり、未設置だった 4町全てに設置し、

1年度前倒しで目標を達成した(全 19市町村)。 

・道の駅や遊休施設等を活用した
「小さな拠点」の数 

 R1 目標 30箇所 
 H30実績 24箇所 
・ふれあい共生ホーム設置数 
 R1 目標 19市町村・65箇所 
 H30実績 19市町村・71箇所 
  ※H26 実績 9市町村・26箇所 

ＣＣＲＣの実

現に向けた施

策の促進 

 湯梨浜町においてレークサイド・ヴィレッジゆりはま開

発事業が、南部町において法勝寺高校跡地の掘削工事が開

始されるなど、交流拠点の計画・整備が進んでいる。 

・ＣＣＲＣ地区数 
 R1 目標 ３地区 
 H30実績 ０地区 

国内外のアー

ティスト等が

移り住み、創

作活動を行う

「アートピア

とっとり」の

創造 

 鳥取市鹿野町の「鳥の劇場」と地元まちづくり団体等と

の連携による演劇の取組では、11 回目となる鳥の演劇祭

が開催され、演劇と地域資源及び地域住民との結びつきが

より具体的な形になってきた。 

 鳥取市河原町西郷地区では、文化フォーラムやシンポジ

ウム、工芸祭り、作家作品展等を実施するとともに、H31.1

月から新たな移住作家の公募を開始した。 

 また、大山エリアでは、Jターンしたアートディレクタ

ー兼アニメーション作家を中心に、移住者や地元団体等と

の連携により、SNS等ネットの活用により「アート活動」

の適地としての魅力発信を行っている。 

・「工芸・アート村」の創出数 
 R1 目標 3地区 
 H30実績 2地区 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

成長産業の立

地、大都市圏

からの本社機

能等の移転な

ど戦略的な企

業立地の推進 

 H30年度の県外誘致件数は3件と前年度には及ばなかっ

たが、県内企業による新増設が 28 件と、概ね例年同様の

件数となった。 

 なお、令和元年７月に、企業の成長に向けた設備投資等

を積極的に支援する「鳥取県産業成長応援条例」及び「鳥

取県産業成長応援補助金」を新設した。この制度を活用し

引き続き企業の活発な投資につなげていく。 

・正規雇用創出数 
 H30目標 10,000人（4年間累計） 

 H30実績 13,382人（4年間累計） 
・本社機能移転、製造･開発拠点集
約企業の立地件数 

 R1 目標 10件（4年間累計） 
 H30実績  9件（4年間累計） 
  ※H26 実績 7件（H22～H26） 

県独自の経営

革新支援制度

による支援 

 H29年度に引き続き、人材育成や設備投資による生産性

向上を図り、経営力強化に向けて取り組む事業者が増えて

おり、新規性の高い取組へのチャレンジと併せて、経営面、

資金面の両面で支援を行っている。 

 職場環境改善や就労意欲向上、ワークライフバランスの

促進等への対応として、H30 年度に「働き方改革型」を新

設し、8件の働き方改革に資する取組を採択した。 

 今後もとっとり働き方改革支援センターの社労士派遣

制度や各種セミナー等と併せて、働き方改革を推進する。 

・経営革新認定企業数 
 H30目標 1,200件（4年間累計） 

 H30実績 1,023件（4年間累計） 
  ※H24～26 実績 881 件 

中小企業の事

業承継や後継

者育成による

雇用の継続 

 中小企業の後継者不在率が依然高いなか（全国第 6位、

72.3%）、相談件数は累計で 339 件、成約件数は 47 件と事

業承継支援の成果が現れている（H27.5月～H31.3月末）。 

 事業承継の更なる推進を図るため、H30年には事業承継

相談窓口（西部拠点）の開所や事業承継ネットワークの構

築等の支援体制の強化を図っており、引き続き、県内の商

工団体や金融機関、市町村等と連携して事業承継計画の策

定や経営安定化に係る支援を実施するとともに、移定住・

創業者が事業承継した際の設備投資や正規雇用への支援

を活用して、中小企業の事業承継を推進していく。 

・事業承継の成約件数 
 R1 目標 30件（3年間累計） 

 H30実績 37件（2年間累計） 

  ※H27～H28実績 10件 

鳥取県立ハロ

ーワークを開

設し、効果的

なマッチング

の取組推進 

 H30.6 月、県立ハローワークが全県展開し、H29.7 月以

降の相談件数が延べ71,786件、採用決定者数は延べ3,193

人（H31.3月末現在）と順調に実績を積み重ねている。 

― 

職業大と連携

した高度人材

育成の推進 

 鳥取県、厚生労働省及び(独)高齢・障害・求職者雇用支

援機構の三者で作成した職業大移転に係る成案（H29.3 月

合意）に沿って、H30.4月に職業大基盤整備センター高度

訓練開発室がポリテクセンター鳥取内に移転した。 

 また、県及び県内企業との連携による成長 3分野（医療

機器・自動車・航空機）の職業訓練コース及び教材開発の

第一弾として、自動車分野への取組を開始し、1年目の成

果として職業能力体系の整備を行うことができた。 

― 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

ＡＩ等を活用

した新商品や

新システム・

サービスの開

発の支援 

 H29年度に設立した「とっとりIoT推進ラボ」には、県内

95企業・団体が参画し、令和元年度の総会には約120名が

参加した。 

 また、先端ICT活用実証モデル開発支援事業について、

H30年度採択事業2件の開発が順調に完了し、うち1件は、

サービス提供を開始するなど、順調に進捗している。令和

2年度の提案募集では6件の応募があり、2件を採択。スマ

ート農業等、様々な分野において先端技術利活用の開発、

実証が進んでいる。 

 更に、先端技術利活用の土台となる人材育成について、

幅広い分野・属性を対象とした連続講座を実施し、参加企

業、学術機関において具体的な利活用に向けた取組が生ま

れるなど、順調に進捗している。 

・最先端ＩＣＴ（情報通信技術）
分野取組件数 

 R1目標 15件（5年間累計） 
 H30実績 13件（4年間累計） 

「境港流通プ

ラ ッ ト ホ ー

ム」の取組の

促進 

 内航 RORO 船定期就航に向けた試験輸送では、引き続き

商業ベースに近いスペースチャーター方式で実施すると

ともに、H31年春から開設される敦賀港～北九州港の内航

定期 RORO 船の途中寄港に向けて取り組んだ。 

 全体取扱貨物量は 368 万 t 超、対前年 0.6%増、コンテ

ナ貨物取扱量は 2万 5,807TEU と過去 2番目を記録した。 

・国内ＲＯＲＯ船定期航路就航 
 R1 目標 １航路 
 H30実績 0航路 

交通の結節点

を拠点とする

地域のにぎわ

いづくりの推

進 

 米子駅南北一体化事業や倉吉駅北街路の整備は順調に

進んでおり、鳥取空港賀露線は H30.3月に供用された。 

 鳥取・東京便は 5便化による利便性向上等により、年間

利用者が初めて 40 万人を超えるとともに、鳥取砂丘コナ

ン空港グランドオープン（H30.7）やツインポート化によ

る賑わい創出で空港一般来場者数を含めた空港利用者数

は 79万人を突破した。 

米子香港便は 12 月から週 6 便にそれぞれ増便され、両

空港とも利用者が順調に伸びている。 

 更に、境港竹内南地区貨客船ターミナルの令和 2年春供

用開始に向けて順調に進捗している。 

・鳥取砂丘コナン空港利用客数 

（搭乗者数及び一般来場者数） 
 R1 目標 460,000人 
 H30実績 790,825人 
  ※H26実績 343,633人 
・米子鬼太郎空港利用客数 
（搭乗者数） 

 R1 目標 660,000人 
 H30実績 693,413人 
  ※H26実績 531,544人 
  

誰もが芸術文

化に親しむこ

とのできる拠

点づくりの推

進 

 鳥取県立美術館整備基本計画には、「美術ラーニングセ

ンター（仮称）」的な機能を県立美術館に持たせることな

ど学校との連携を盛り込んでおり、県教育センター主催の

教員研修への参画、当館コレクションを使用したデジタル

鑑賞コンテンツの作成、協力小学校での事前授業と館内鑑

賞授業など、学校との連携を強化する取組を行った。 

 多種多様な展覧会や学習講座については、H30年度は企

画展を 5回開催し、移動博物館を 7回、移動美術館を2回

実施するとともに、普及講座（自然部門 20 回、人文部門

36回、美術部門 61回）を計 117回開催し、多くの県民の

方に観覧、参加していただいた。 

― 
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Ｃ：やや遅れている（6項目） 

取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

鉄道高速化に

向けた全国の

高速鉄道ネッ

トワークとの

アクセス改善

の検討 

県版地方六団体として、山陰新幹線・中国横断新幹線の
整備計画路線への格上げや並行在来線の経営分離方針の見
直し、在来線の高速化に向けた助成制度の創設等について
国要望を行うとともに、関西広域連合でも、山陰新幹線の
整備計画路線への格上げを要望したが、整備計画路線への
格上げ等に向けた具体的な動きは見られない。 
他方、国交省では幹線鉄道ネットワーク等の整備のあり

方に関する調査を継続実施しており、また、自民党内で
も、新幹線ネットワークの拡充に向けた検討を行うための
プロジェクトチームが設置（平成 30年４月）され、山陰
新線線・中国横断新幹線を含む基本計画路線の関係者から
のヒアリングが精力的に行われるなど、整備手法の見直し
に向けた動きも見られる。 
⇒ 「山陰縦貫・超高速鉄道整備推進市町村会議」や「中
国横断新幹線整備推進会議」とも連携し、近隣府県と足
並みを揃えた運動を展開するとともに、県議会や沿線市
町村との丁寧な意見交換を行いながら、鉄道高速化に向
けた機運の醸成を図っていく。 

  なお、令和元年 11月には、山陰新幹線建設促進期成
同盟（代表世話人：鳥取県知事）の活動を６年ぶりに再
開し、関係府県と連携した国等への要望活動を実施し
た。 

 

年度中途の待

機児童解消に

向けた保育の

受け皿確保の

推進 

 潜在保育士を対象にアンケート調査を行い、復職希望の

ある者に対し保育士・保育所支援センターが就職支援、ま

た県外保育士養成施設に在籍する学生に対し保育実習等を

行った場合の旅費助成を新設し、一定程度の成果は認めら

れるが、年度中途の待機児童数はやや減少したものの解消

に至っておらず、また県内有効求人倍率は依然高水準で推

移しており、保育人材不足は改善されていない。 

⇒ 潜在保育士の就職促進を引き続き行うとともに、全国

的に保育士養成施設への進学者数が減少傾向にあるた

め、高校生等への働きかけを新たに行っていく。 

・年度中途の保育所等の待機児童 
 数 
 R1 目標 解消を目指す 
 H30 実績  103人 

  ※H26実績 89人 

男性の育児参

加の促進 

企業に対して男性の家事・育児参加を呼びかける「イク

メン・キャラバン」は実施数が増加し、企業子宝率も増加

したが、「企業のファミリーサポート休暇等取得促進奨励

金」の支給実績は減少している。 

県内の男性の育児休業取得率も目標 15％に達していない

が、取得率は増加傾向（H26：2.7％→H29：5.6％）にあ

る。 

⇒ 商工会議所の会報等での制度紹介（折り込みチラ

シ）、女性活躍企業推進員、鳥取県社会保険労務士会会

員等による企業訪問の際の制度利用あっせん、制度利用

企業をホームページにより情報発信などに引き続き取り

組んでいく。 

・企業子宝率 
 R1 目標 1.45％ 
 H30 実績 1.36％ 
  ※H26 実績 1.31％ 
・男性の育児休業取得率 
 H29 目標  15％ 
 H29 実績 5.6％ 
  ※H23 実績 3.1％ 

男 性 の 自 発

的・積極的な

育児休業・介

護休業取得を

喚起する普及

啓発の充実 

県内企業の情

報が学生に届

く取組の強化 

情報発信の取組として、H30 年度は大学生記者による県

内企業の魅力発信に取り組み、SNSの活用により情報を拡

散した。 

 また、県内企業情報誌を中学生全学年に配布し県内の魅

力ある企業を紹介するとともに、小学 5年生を対象とした

社会科副読本を作成し、小学生にもわかりやすい内容の県

内企業情報誌を配布した。 

しかし、県内大学生及び県外大学進学者の県内就職率は

目標に達しておらず厳しい状況である。 
⇒ これまでの取組に加えて、県内企業情報誌の内容をさ
らに充実させ、学生等へ県内企業の魅力を伝えていく。 

・県内大学生の県内就職率 
 R1 目標 44.3% 
 H30 実績 35.1% 
  ※H26実績 34.2% 
・県外大学進学者の県内就職率  
（県出身者が多い大学） 
 R1 目標 40.0% 
 H30 実績 30.3% 
  ※H26実績 29.5% 
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取 組 状 況 ＫＰＩ進捗状況 

総合的な介護

人材確保対策

の実施 

介護のイメージアップのためのイベントの実施、介護福

祉士修学資金貸付など参入促進を図る取組や、介護助手制

度の導入支援、職場環境改善研修及び介護報酬処遇改善加

算取得講座の開催など、労働環境・処遇の改善を図る取組

に加え、今年度は新たに、介護施設等の介護助手導入の支

援を行うなど、総合的な介護人材確保対策を実施したが、

介護職員数は減少している。介護関係の有効求人倍率は

H31.3月現在 2.55倍となっており、引き続き介護人材確保

対策が必要。 

⇒ R7（2025）年に向けて必要な介護職員数は 12,520 人

であり毎年約 190人の純増が必要となる。中高生向け介

護の仕事体験事業や介護フェアの開催等により介護の仕

事の認知度向上・イメージアップを図るとともに、業界

団体等と連携し、若手介護従事者向け研修の開催、エル

ダー・メンター制度や介護助手制度の導入支援を推進す

ることにより、介護職員の負担軽減や定着促進を図る。 

・県内介護職員数 
 R1 目標 11,220人 
 H29 実績 10,494人 
  ※H30 実績は R2.2月頃判明 
  ※H27 実績 10,873人 

 


